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問
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国
の
検
査
検
定
制
度
及
び
資
格
制
度
の
手
数
料
負
担
に
関
す
る
質
問
主
意
書

総
務
省
が
行
っ
た
検
査
検
定
、
資
格
認
定
等
に
係
る
利
用
者
の
負
担
軽
減
に
関
す
る
調
査
に
よ
り
、
資
格
取
得
の
為
の
検

査
、
試
験
、
講
習
等
を
実
施
す
る
公
益
法
人
に
対
し
、
受
検
料
や
受
講
料
が
適
正
な
金
額
か
、
又
利
用
者
の
立
場
に
立
っ
た
負

担
軽
減
が
行
わ
れ
て
い
る
か
等
に
関
す
る
調
査
が
行
わ
れ
た
。

そ
の
結
果
、
多
数
の
制
度
・
事
業
が
利
用
者
に
対
し
過
度
の
手
数
料
を
徴
収
し
て
い
る
事
実
が
発
覚
し
、
所
管
す
る
府
省
庁

に
手
数
料
の
見
直
し
や
積
算
根
拠
の
実
態
に
つ
い
て
公
開
す
る
こ
と
を
求
め
る
改
善
勧
告
を
行
っ
た
。

資
格
ブ
ー
ム
と
呼
ば
れ
る
昨
今
、
様
々
な
検
査
検
定
制
度
及
び
資
格
制
度
が
つ
く
ら
れ
、
広
く
認
知
、
利
用
さ
れ
て
き
て
い

る
中
、
健
全
運
営
に
必
要
な
額
以
上
の
利
益
を
生
じ
て
は
な
ら
な
い
は
ず
で
あ
る
実
施
主
体
の
公
益
法
人
に
よ
り
、
利
用
者
が

必
要
以
上
の
負
担
を
強
い
ら
れ
不
利
益
を
被
る
こ
と
は
、
本
来
の
目
的
と
大
き
く
逸
脱
し
て
い
る
と
指
摘
せ
ざ
る
を
得
な
い
。

国
民
か
ら
も
手
数
料
の
引
き
下
げ
や
手
続
き
の
簡
素
化
等
多
数
の
要
望
が
寄
せ
ら
れ
る
中
、
今
回
の
指
摘
を
踏
ま
え
、
所
管

府
省
庁
に
よ
る
指
導
監
督
の
徹
底
と
利
用
者
の
負
担
軽
減
が
求
め
ら
れ
る
。

以
上
を
踏
ま
え
次
の
事
項
に
つ
い
て
質
問
す
る
。

一

今
回
の
調
査
に
よ
り
、
過
度
に
手
数
料
を
徴
収
し
て
い
る
こ
と
が
発
覚
し
た
公
益
法
人
と
所
管
す
る
府
省
庁
、
ま
た
そ
の

一



過
度
に
あ
た
る
金
額
に
つ
い
て
把
握
す
る
と
こ
ろ
を
示
さ
れ
た
い
。

二

調
査
で
は
、
ど
の
よ
う
な
基
準
で
費
用
負
担
が
過
度
に
あ
た
る
と
判
定
さ
れ
た
の
か
、
そ
の
判
断
基
準
に
つ
い
て
示
さ
れ

た
い
。

三

総
務
省
の
出
し
た
勧
告
に
よ
り
、
実
施
主
体
の
公
益
法
人
が
積
算
根
拠
を
公
開
し
、
負
担
軽
減
等
の
改
善
が
進
め
ら
れ
て

い
る
の
か
、
政
府
の
把
握
す
る
と
こ
ろ
を
示
さ
れ
た
い
。

四

総
務
省
の
勧
告
後
、
全
く
改
善
が
見
ら
れ
な
か
っ
た
公
益
法
人
に
対
し
、
ど
の
よ
う
な
指
導
を
行
っ
て
い
く
の
か
、
見
解

を
示
さ
れ
た
い
。

五

今
回
の
調
査
で
は
、
全
四
四
七
の
資
格
、
検
査
検
定
制
度
の
中
か
ら
一
三
九
制
度
を
抽
出
し
た
も
の
で
あ
り
、
残
り
の
制

度
に
つ
い
て
も
改
善
す
べ
き
も
の
が
あ
る
と
考
え
る
。
今
回
調
査
の
対
象
に
な
ら
な
か
っ
た
資
格
、
検
査
検
定
制
度
に
つ
い

て
も
調
査
を
行
う
べ
き
で
は
な
い
か
、
政
府
の
見
解
は
如
何
。

六

総
務
省
の
調
査
で
は
、
二
三
の
公
益
法
人
で
不
必
要
な
積
立
金
が
計
一
二
一
億
円
あ
る
こ
と
が
指
摘
を
さ
れ
て
い
る
。
本

来
、
公
益
事
業
は
健
全
な
運
営
に
必
要
な
額
以
上
の
利
益
を
得
て
は
な
ら
な
い
は
ず
で
あ
り
、
具
体
的
な
使
途
が
明
確
で
な

い
積
立
金
は
、
資
格
取
得
者
や
利
用
者
等
に
負
担
の
軽
減
や
そ
の
他
の
形
で
還
元
す
べ
き
で
な
い
か
、
政
府
の
見
解
を
示
さ

二



れ
た
い
。

七

役
員
報
酬
が
高
す
ぎ
る
と
判
定
さ
れ
た
公
益
法
人
と
そ
の
報
酬
額
に
つ
い
て
示
さ
れ
た
い
。

八

昨
今
の
経
済
状
況
や
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
に
向
け
、
国
民
負
担
増
が
論
議
さ
れ
て
い
る
中
、
当
然
、
公
益
法
人
の

役
員
報
酬
も
減
額
し
て
い
く
べ
き
も
の
と
考
え
ら
れ
る
が
、
政
府
の
見
解
は
如
何
。

右
質
問
す
る
。

三


